


石木ダムは
治水と利水が一体となった事業

なぜ、一体として事業を
評価しないのか



堆砂

洪水調節
流水の正常な機能(不特定）

水道



堆砂

洪水調節

利水不要



•ダム規模 → 変わる
•ダム形態 → 変わる
•水没面積 → 変わる
•環境への影響 → 変わる
•事業費 → 変わる
•費用対効果（B/C）→ 変わる

事業がまったく変わる



これまでに再評価で
中止になった

多目的ダム事業の多く

利水の必要性がなくなり
治水単独ではB/Cが小さくなり

他の対策（代替案）に変更



利水計画ありき前提

治水だけ審議して
石木ダムの「事業継続」

判断不可



事業費、工期改定
県は補助金を出す国交省に

詳細説明する

事業費、工期改定
県は税金を納める県民が

納得できるよう再評価委員会で
詳細説明しなければならない



費用 対 効果

B/C



大雨の規模ごと
1/5, 1/10 ,1/50 ,1/70 ,1/100

ダムなし
被害額

ダムあり
被害額

ダムによる
被害軽減額 X 大雨の

発生確率

ダムによる
年平均被害軽減額

ダム便益



平成22年10月28日 会計検査院意見
・年平均被害軽減期待値の算定の基礎となる生起確率が
高い降雨に伴う想定被害額が過去における実際の水害の
被害額を上回っているものが多く見受けられたりしてい
る事態についても改善の要がある

・費用対効果分析の適切な算定方法につ
いて検討が必ずしも十分でなく、これを明確
に示していない



「再評価では、今の川の状態で氾濫解析を」
H27年8月 中村委員長

昭和50年
587m3/S

被害額
ダム、河川改修

効果算定
不明確

現在（河川改修終了）

1130m3/S
ダム効果算定

明確被害額



1/100
400mm

雨の降り方（９ﾊﾟﾀｰﾝ）によって、
洪水流量が異なる



石木川合流下流
河川改修済み

1/100雨量でも
被害がでるのは
S42.7.9洪水だけ



大雨の規模ごと
1/10,1/50・・

ダムなし
被害額

ダムあり
被害額

ダムによる
被害軽減額 X 大雨の

発生確率

ダムによる
年平均被害軽減額 7.3億円

昭和42年7月
大雨



大雨の規模ごと
1/10,1/50・・

ダムなし
被害額

ダムあり
被害額

ダムによる
被害軽減額 X 大雨の

発生確率

ダムによる
年平均被害軽減額

昭和23年9月大雨

昭和30年4月大雨

昭和32年7月大雨

昭和57年7月大雨

昭和63年6月大雨

平成1年7月大雨

平成2年7月大雨

平成3年9月大雨

０

０

０



昭和23年9月大雨

昭和30年4月大雨

昭和32年7月大雨

昭和57年7月大雨

昭和42年7月大雨

昭和63年6月大雨

平成1年7月大雨

平成2年7月大雨

平成3年9月大雨

０
０
０

０
０
０
０
０

7.3億円

県算定便益
7.3億円

９パターン平均便益
0.8億円

年平均被害軽減額

ダム便益
過大評価



生活用水の被害額 令和8年

令和57年

給水制限％ 日数

被害額



石木ダムがない場合の
令和8年給水制限日数予測

５％ 87日
10％
15％
20％
25％
30％

100日
66日
27日
10日
3日

年間給水制限
日数 293日

年間被害額
約40億円



余りにもひどすぎる
B/C算定



石木ダム
治水計画、利水計画
ダムを造るための

事実、実態と乖離した
捏造計画


